












ては、中継ぎ的な性格を有する （昭和 ）年から （昭和 ）年までの
改正の背景を整理し、中継ぎ的な改正の役割についても論じている。




論じている。続く 章では、スライド的な （昭和 ）年改正について展開
していく。本章の 節においては、第 回目の物価スライド改定の内容につい
て論じると共に、在職老齢年金に対するスライド的な改定についても触れている。








ら （昭和 ）年までを中心に、分析を行っている。また、本章の表 には、
第 回目から第 回目までの物価スライド改定によるそれぞれの標準年金額も
明記している。






















ひきつづき、 （昭和 ）年には、第 回目の物価スライド改定が行われ
























（昭和 ）年には ％に到達し、国連による に位置づけられてい
た ）。また、年金受給権者数も急速に増加していった。
表 は、 年代における老齢年金の受給権者数の推移を描いている。労働
者年金の創設後、 （昭和 ）年の 月には、初めて養老年金の受給者が発
生したが、老齢年金に名称を改めて以来、受給権者数は増加の一途を辿り、








（出所）厚生省年金局・社会保険庁運営部編 厚生年金保険 年史 財団法人厚生年金事業







の私的諮問機関として、 （昭和 ）年 月に 年金制度基本構想懇談会
を設置した。同上の懇談会は、 年間にわたり検討を続け、 （昭和 ）年
月 日に、わが国年金制度の改革の方向─長期的な均衡と安定を求めて─
という報告書をとりまとめている ）。報告書を受けた厚生大臣は、次回の財政
再計算期を 年繰り上げることにより、 （昭和 ）年度に行う意向を示した。





































化に加えて ）、経営者側の 生産性基準原理 の主張が反映されたことにより、
なだらかな賃上げ交渉に終わっている。その結果、前年の驚愕的な ％を大
幅に下回り、賃上げ率は ％に止まった。







































































参議院の本会議において可決された。これにより、 （昭和 ）年 月 日
に、 国民年金法等の一部を改正する法律 が成立するに至った。なお、同上
の改正法は、 月 日に公布されている。






なお、物価スライドの改定率に関しては、同年 月 日の政令（ 厚生年金
保険法、船員保険法及び国民年金法による年金の額の改定に関する政令の一部
を改正する政令 ）により、定められている。 （昭和 ）年度における対
前年度比の消費者物価指数が ％の伸びであったことから、政令を通じて、
改定率は ％とされた ）。
第 回目の物価スライド改定に関しては、 （昭和 ）年度を基準年度に
置いていることから、基準年度までに ヶ月でも被保険者期間を有する場合、








金は月額 円となる ）。物価スライドの実施時期を ヶ月さらに繰り上げ
ることにより、厚生年金に関しては、 億円の追加的な財源が必要となり、





















両審議会の答申を得て、 （昭和 ）年 月 日に、 国民年金法等の一
部を改正する法律案（厚生年金に関する改正法案も含む）は閣議決定に至った。







議を行っている ）。改正法案は、その翌日の 月 日の本会議において可決さ













もっとも、物価スライドの改定率に関しては、同年 月 日の政令（ 厚生
年金保険法、船員保険法及び国民年金法による年金の額の改定に関する政令の
一部を改正する政令 ）により、 ％引き上げることを定めている ）。総理府
統計局による （昭和 ）年度平均の消費者物価指数は、対前年度比で ％
の伸びであったことから、改定率は政令により ％とされた。
年代後半における厚生年金の制度展開について
厚生年金における第 回目の物価スライド改定では、 （昭和 ）年度を
基準年度としている。したがって、 （昭和 ）年 月までに被保険者期間



















円 円、 円 円、 円 円に改められた。と
ころで、各段階における在職老齢年金の支給割合は、 （昭和 ）年の改正













同上の限度額は、 （昭和 ）年改正により改められた 等級 ）のうち、第
等級（ 円以上 円未満）の標準報酬月額に相当する。たぶん、
従来の標準報酬月額の限度額 円に、同年改正後の 回（第 回目と第
回目）の物価スライド改定率に相当する引き上げ幅を加えた結果であろう。
また、標準報酬月額による 段階の区分は、それぞれ 円 円、
円 円、 円 円に改めた。もっとも、各段階に













金額を引き上げる必要性に迫られて、その時期を 年繰り上げて （昭和 ）
年に実施した経緯を有する。ゆえに、次回の財政再計算期は、その 年後の
（昭和 ）年度に予定されていた。しかし、年金制度基本構想懇談会が、中間









一方、厚生年金保険部会では、 （昭和 ）年の 月以降、当面の問題を
検討することにより、翌年の改正へ向けて準備を進めていた。厚生年金保険部
会による改正準備が進められるなかで、やはり、物価スライドの問題が取り上




































院本会議において、 月 日に改正法案は可決され、 国民年金法等の一部を
改正する法律 は成立した。また、同上の改正法は 月 日に交付される運び
となった。
年代後半における厚生年金の制度展開について















































厚生年金における第 回目の物価スライド改定では、 （昭和 ）年度を
基準年度としている。したがって、基準年度である （昭和 ）年の 月ま
でに、被保険者期間を ヶ月でも有する場合、定額部分に加えて、報酬比例部










等級中の第 等級（ 円以上 円未満）の標準報酬月額に相当す
る。つまり、標準報酬月額等級において、前回よりも 等級引き上げられたこ
とになる。また、標準報酬月額による 段階の区分は、それぞれ 円
















円 ヶ月 ヶ月］ の算定式から、端数処理により 円が得ら




する。 （昭和 ）年 月までに、 ヶ月でも被保険者期間を有する場合、
報酬比例部分に対しても、物価スライド改定が行われることから、直近の財政





て、 （昭和 ）年度までの物価上昇率 が用いられている。本表にお
いて、スライド改定率欄のかっこ内の数値が、これに相当している。 （昭
和 ）年の暦年の消費者物価指数を とした場合、同上年度のそれは と
なり、 （昭和 ）年度は 、 （昭和 ）年度では に達するこ












─ 円 ─ 財政再計算
（ ）
円 月分から 第 回目
（ ）
円 月分から 第 回目
─ 円 ─ 財政再計算
（ ）
円 月分から 第 回目
（ ）
円 月分から 第 回目
（ ）
円 月分から 第 回目
（出所）法研編 厚生年金保険法解説 法研、 年、 頁、山崎広明 日本における老
齢年金制度の展開過程─厚生年金制度を中心として─ 東京大学社会科学研究所編
福祉国家第 巻（日本の経済と福祉） 東京大学出版会、 年、 頁、第 表、
厚生省大臣官房総務課・社会保険庁長官官房総務課編 日本の年金・医療保険─そ









続く第 回目の物価スライドでは、 ％を下回る ％の改定率となった。
（昭和 ）年度を基準にして、 （昭和 ）年度までの物価上昇率は、
本表から が得られる。したがって、第 回目の物価スライド改定を通じ
た標準年金は、実務的な計算方式から月額 円となるものの、当時の 週





（昭和 ）年度を基準にして、 （昭和 ）年度までの物価上昇率 を
用いる必要がある。
直近の財政再計算改正時、つまり、 （昭和 ）年改正による基本年金額
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